
【令和４年度】取組方針フォローアップ（代表取組紹介）

国土交通省 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３～Ｐ８
≪内容： 防災教育・出前講座の推進≫
（２）情報伝達のための環境づくりの推進
≪内容： 合同ラジオにおける防災情報の発信≫
≪内容： 台風第１４号接近時の合同説明会≫
（４）内水被害軽減に向けた取組の実施
≪内容： 大淀川上流部において樹木伐採を実施≫

宮崎地方気象台 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ９～Ｐ１０
≪内容： ｅラーニングによる水防災教育の推進≫

宮崎県 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１１～Ｐ１３
≪内容： 危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの増設≫
（４）内水被害軽減に向けた取組の実施
≪内容： 樹木伐採・河道掘削（防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策）≫

宮崎市 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１４～Ｐ１６
≪内容： 避難確保計画の作成及び避難訓練の実施報告

促進に向けた取組について≫

都城市 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１７～Ｐ１９
≪内容： 防災講話の実施≫
≪内容： 都城市総合防災訓練≫

国富町 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２０～Ｐ２１
≪内容： 災害ボランティアセンター運営研修会≫

資料５



綾町 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２２～Ｐ２３
≪内容： 防災訓練≫

小林市 （３）水害に強いまち・防災拠点づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２４～Ｐ２５
≪内容： 防災ステーション等防災拠点の整備≫

三股町 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２６～Ｐ２８
≪内容： 災害時における町公式ＬＩＮＥと町防災ポータルサイトと連携≫
（３）水害に強いまち・防災拠点づくりの推進
≪内容： 避難所看板の作成・設置≫

高原町 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２９～Ｐ３１
≪内容： 防災ハザードマップの作成・配付≫
（２）情報伝達のための環境づくりの推進
≪内容： 令和４年 土砂災害・全国防災訓練≫

熊本県 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３２～Ｐ３３
≪内容： 水害リスク空白域の解消≫

多良木町 （１）水害に強い人づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３４～Ｐ３６
≪内容： 防災士の養成≫
（２）情報伝達のための環境づくりの推進
≪内容： 遠距離無線デバイス『ジオチャット』導入≫

曽於市 （２）情報伝達のための環境づくりの推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３７～Ｐ３８
≪内容： 河川監視カメラシステムの整備≫

【令和４年度】取組方針フォローアップ（代表取組紹介）



■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「防災教育・出前講座の推進」

■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進」

「合同ラジオにおける防災情報の発信」

「台風第１４号接近時の合同説明会」

■取組（４）内水被害軽減に向けた取組の実施

「大淀川上流部において樹木伐採を実施（都城市）」

【令和４年度】施策の取組事例

国土交通省 宮崎河川国道事務所
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（１）水害に強い人づくりの推進 宮崎河川国道事務所

宮崎河川国道事務所では、地域へのより一層の防災教育の普及・推進を目的に「NPO法人
宮崎県防災士ネットワーク」と連携した出前講座を実施しました。

【出前講座参加者防災士ネットワーク所属支部】
宮崎、都城、延岡、日向、東臼杵、児湯、西都、日南、串間

令和4年5月15日(日)
相手方：防災士ﾈｯﾄﾜｰｸ（96名参加）
内 容：ﾏｲ･ﾀｲﾑﾗｲﾝ検討ﾂｰﾙ「逃げｷｯﾄﾞ」

の作成について

令和4年6月10日(金)
相手方：都城市自治公民館連絡協議会

（56名参加）
内 容：ﾏｲ･ﾀｲﾑﾗｲﾝの重要性について
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（１）水害に強い人づくりの推進 宮崎河川国道事務所

教員を目指す学生等を対象に防災に関する出前講座を実施しました。

○令和4年10月29日(土)
○対象：宮崎国際大学
○内容：自然災害と防災

○令和4年10月31日(月)
○対象：宮崎公立大学
○内容：自然災害と防災

○令和4年12月22日(木)
○対象：宮崎大学
○内容：自然災害と防災

生徒の授業感想を見ると「防災情報を確認し、把握しておきたい」というような感想が多く、防災意識が高まっていること
を感じたところ。今回の講義が生徒たちの防災士資格取得等に繋がることを期待。
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（２）情報伝達のための環境づくりの推進 宮崎河川国道事務所

地域への防災教育として、ＭＲＴラジオ✕エフエム宮崎の２局合同防災ラジオでマイ･タイムラ
イン検討ツール「逃げキッド」等について発信しました。

○令和４年９月１日（木）
○２局合同防災ラジオ２０２２「命を救う三つの助け」
○内容：マイタイムライン検討ツール「逃げキッド」について

宮崎河川国道
事務所 エフエム宮崎ＭＲＴ宮崎放送
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（２）情報伝達のための環境づくりの推進 宮崎河川国道事務所

台風第14号の接近により災害発生の危険度が急激に高まる可能性があるため、住民に対し
早めの避難行動を呼びかけることを目的に、合同説明会を実施し、警戒レベルの説明や防災
情報の取得について周知しました。

日時：令和４年７月16日（金）14時00分～14時30分
場所：宮崎地方気象台 会議室（１階）

（参加機関：10機関21名）
・NHK宮崎放送局
・MRT宮崎放送
・テレビ宮崎
・宮崎ケーブルテレビ
・エフエム宮崎

（説明要旨）
・台風14号は強い勢力を維持したまま宮崎県にかなり接近する
予想
・九州接近時に速度が遅いため大荒れの状況が長時間続く見
込み。
・総降水量は多いころで500mmを大きく超える雨量となるおそれ。
・レベル４相当の土砂災害警戒情報発表の可能性がある。
・気象状況や河川の水位など、最新の情報と取得し、適切な避
難行動を呼びかけた。

・宮崎サンシャインＦＭ
・宮崎日日新聞
・朝日新聞
・読売新聞
・九州電力
・宮崎ガス
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（４）内水被害軽減に向けた取組の推進 宮崎河川国道事務所

大淀川上流部（都城市）において河道の維持管理として樹木伐採を実施しました。
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気象庁 宮崎地方気象台

■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「ｅラーニングによる水防災教育の推進」

【令和４年度】施策の取組事例
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区分 対策内容 実施内容 実施主体
工程

短期 中期 中長期

被害の軽減、早期
復旧・復興のための対策

防災学習の推進 eラーニングによる水防災教育の推進 気象庁

〇自ら判断して避難できる人材育成を目的として、学校、自治会、自主防災組織等への水防災教育の推進するため、 台風・豪
雨から「自らの命を自ら守る」基本的な知識ととるべき行動について、他人と接触せずに学べる教材を提供。

台風･豪雨から「自らの命は自らが守る」基本的な知識ととるべき行動を学びます
あなたの命、あなたの大切な人の命を守るため

※みんなで集まって一緒に行うことも可能です。その場合は、三密を避ける方法で実施してください。

「大雨のときにどう逃げる｣eラーニング教材

被害の軽減、早期復旧
・復興のための対策 ① ｅラーニングによる水防災教育の推進

（１）水害に強い人づくりの推進 宮崎地方気象台
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■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの増設」

■取組（４）情報伝達のための環境づくり推進

「樹木伐採・河道掘削（防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策）」

宮崎県

【令和４年度】施策の取組事例
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◉ 雨量計： 170箇所
◉ 水位計： 136箇所 ◉ 危機管理型水位計： 109箇所
◉ 河川監視カメラ： 63箇所 ◉ 簡易型河川監視カメラ： 84箇所
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②カメラ画像 ③危機管理型水位計

クリック!!

「危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの増設」

 従来の水位計や河川監視カメラに加え、危機管理型水位計や簡易型河川監視カメラを増設し、きめ
細やかな水位情報を提供。

 安定した雨量・水位情報を提供できるよう観測局等の適切な維持管理を実施。

（２）情報伝達のための環境づくりの推進 宮崎県
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（４）内水被害軽減に向けた取組の推進 宮崎県

「樹木伐採・河道掘削（防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策）」

樹木繁茂や土砂堆積の流下阻害等で洪水氾濫による被害が生じるおそれのある箇所について、樹木伐
採や河道掘削を実施。

【実施河川】20河川（大淀川水系） 【事業費】約6億円 【樹木伐採】約5万㎡ 【河道掘削】約9万㎥

新別府川

実施前

実施後

萩原川 高崎川

実施前

実施後

実施前

実施後

（令和４年度実績）
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■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「避難確保計画の作成及び避難訓練の実施報告促進に向けた取組について」

宮崎市

【令和４年度】施策の取組事例
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（１）水害に強い人づくりの推進 宮崎市

内容 避難確保計画の作成及び避難訓練の実施報告促進に向けた取組について

１．要配慮者利用施設（水防法）に対する周知

●主体：宮崎市危機管理課

●背景：平成２９年度の水防法の改正
浸水想定区域内の要配慮者利用施設の管理者に対する避難確保計画の作成・及び避難訓
練実施・報告の義務化

●対象：宮崎市地域防災計画に新たに位置づけられた避難確保計画の作成対象となる要配慮者利
用施設（943施設 令和5年3月31日現在）

●内容：文書等による避難確保計画等の作成を依頼
・未提出事業所及び新規事業所へ作成が義務化されていることを周知し、作成及び提出
を依頼。

・エクセル形式の作成シートを市ＨＰに公開し、作成の効率化及び提出率増を図った。
・対象施設が掲載されているページの洪水ハザードマップを同封し浸水想定区域の周知
を行った。

・避難確保計画に基づく訓練報告が義務化されていることを周知し、訓練報告の提出を
依頼した。

・避難確保計画チェックリストを活用し避難確保計画の見直しを依頼した。
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（１）水害に強い人づくりの推進 宮崎市

〇エクセル形式の作成シートを市ＨＰに公開し、作成効率化及び提出率の増を図った（一部抜粋）

〇対象施設が掲載されているページの洪水ハザードマップを送
付し、浸水想定区域であることや近隣の避難施設を周知した。

■避難確保計画の作成及び報告等の取組み内容

〇参考 避難確保計画策定状況R5.3.31現在
水防法

（943施設）
土砂災害防止法
（102施設）

作成数 852施設 99施設

作成率 90% 97.7%

〇避難確保計画チェックリストにより「いいえ」に該当する場
合は避難確保計画の見直しを検討するよう依頼（一部抜粋）
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■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「防災講話の実施」 「都城市総合防災訓練」

都城市

【令和４年度】施策の取組事例
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（１）水害に強い人づくりの推進 都城市

●講話対象
自治公民館、自主防災隊、高齢者クラブ、
小・中学校、高等学校、支援学校、職場、団
体グループ 等
●開催回数・参加人数
開催回数：25回
参加人数：943名

●取組背景
近年、激甚化する自然災害に対し、市民ひと
りひとりが、正しい知識を持ち、生命や財産
を守るための行動が取れるようにしていく必
要がある。
●取組のねらい
若い世代や地域のリーダーである自治公民館
に対して防災知識の普及を行うことで災害に
強い人づくりを推進する。

内容 防災講座の実施
（機関名 都城市危機管理課）

●参考資料
中学生向けに防災講座を行っている様子

学校の授業内容に合わせた説明。

防災マップを活用した学習

●今後の計画
市HP、市広報誌などを活用し、幅広く防災意識向上のための防災学習講座に
ついて市民へさらなる周知を行う。 18



（１）水害に強い人づくりの推進 都城市

内容 都城市総合防災訓練
開催日時：令和4年11月20日（日）

●対象（毎年市内各地区を巡回開催）
横市地区住民（約2,800世帯）
横市地区自治公民館、横市地区まちづくり協議会

●協力いただいた防災機関 13団体（約100名）
陸上自衛隊第43普通科連隊、宮崎地方気象台、都城警察
署、宮崎県看護協会、西日本電信電話、西日本高速道路
等

●開催目的
横市地区自治公民館で計画している安否確認・情報伝達
訓練と防災機関等が担当する「自助」「共助」に関する
体験型の訓練を実施し、防災意識の高揚と災害対処能力
の向上を図る。

●開催内容
避難情報伝達訓練、救急通報体験、災害伝言
ダイヤル体験、避難所運営ゲーム 等

●参考資料
消防局の指導により

救出体験を実施している様子

地区の中学生や市民が体験している様子

担架搬送 応急救護

災害伝言ダイヤル
●今後の計画
令和6年度は浸水想定区域のある沖水地区で、開催予定であるため、地域特性を踏まえ浸水被
害を想定した 防災訓練を計画・実施予定。令和5年度の総合防災訓練においては水害はもと
より、各種災害対応の柱となる 自主防災組織のリーダーや防災士の卵となる中学生に対し、
風水害に関する教育を行う

情報伝達訓練
の様子
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■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「災害ボランティアセンター運営研修会」

国富町

【令和４年度】施策の取組事例
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（１）水害に強い人づくりの推進 国富町

内容 災害ボランティアセンター運営研修会（機関名 国富町）

●取組主体：国富町社会福祉協議会

●取組参加機関
国富町社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会
ボランティア連絡協議会、国富町防災士連絡協議会
国富町（総務課、福祉課）

●参加人数：３４人

●開催日時：令和５年３月４日（土）

●取組背景：

関係機関・団体等が協力し、災害ボランティアセンター設置・運営の
一連の流れを体感し、平常時から災害に備える意識向上と地域のつ
ながりのさらなる強化を図る

●取組のねらい：

令和４年１２月に改定した「国富町災害ボランティアセンター設置運
営マニュアル」の実践検証と発災初期動作の確認

●取組の工夫点：
幅広い関係者に参加してもらい、改善点など意見交換

●取組の様子

●効果拡大に向けての工夫

参加者が実際に設置・運営の流れを体感し、改
善点など活発な意見交換をすることで今後のマ
ニュアル改定に活かす。
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■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「防災訓練の実施」

綾町

【令和４年度】施策の取組事例
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（１）水害に強い人づくりの推進 綾町

●取組内容
防災訓練（地区別）

●参加機関
宮崎県砂防ボランティア協会、高岡土木事務所、
日赤奉仕団綾支部、綾町自治公民館、
綾町消防団、綾町

●参加人数
１０９名

●開催期間
１１月～２月 （計３回、６地区）

●訓練のねらい・概要

台風や大雨などの風水害が多発していることから、土砂
災害に関すること、居住地区内の災害危険箇所の再確認
を行った。また、非常食の備蓄や炊き出し、避難所までの
避難経路の確認（避難訓練）を行った。

●取組の工夫

地区別とすることで地元自治公民館、消防団、行政との
顔が見える関係の構築を行った。
（コロナの影響で関係が希薄化している部分を強化する）
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■取組（３）水害に強いまち・防災拠点づくりの推進

「防災ステーション等防災拠点の整備」

小林市

【令和４年度】施策の取組事例
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「防災ステーション等防災拠点の整備」

地域の防災力と災害対応力の強化をめざして、発災時の地域の活動拠点となる「小林市地域防災セン
ター」を整備しました

 令和３年９月から供用開始

 自主防災組織（地域）の防災に関する研修
や会議等

 市民の防災意識向上のための活動
 消防団女性部などの活動

 災害時における救援物資や災害ボランティ
アの受け入れ

など、防災に関する活動を行う場合は、使
用料を全額免除して
います。

 防災以外の活動についても、地域や団体の
活動に幅広い目的
で、研修室を利用できます。（有料）

（３）水害に強いまち・防災拠点づくりの推進 小林市
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■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「 災害時における町公式ＬＩＮＥと町防災ポータルサイトと連携」

■取組（３）水害に強いまち・防災拠点づくりの推進

「避難所看板の作成・設置」

三股町

【令和４年度】施策の取組事例
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 「防災情報」をタップする
と、町防災ポータルサイ
トと連携し、災害時にお
ける情報の取得や防災
無線の放送内容・ハ
ザードマップの確認をす
ることができる。

これにより、災害時の情
報を迅速かつ幅広く周
知することができる。

「災害時における町公式ＬＩＮＥと町防災ポータルサイトと連携」

町公式ＬＩＮＥのリッチメニュー内に「防災情報」の項目を作成し、運用を開始

（２）情報伝達のための環境づくりの推進 三股町
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「避難所看板の作成・設置」

災害発生時に開設する避難所を広く周知するため、町内の指定避難所２８箇所全てに避難所を示す看
板を設置

（３）水害に強いまち・防災拠点づくりの推進 三股町
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■取組（１）災害に強い人づくりの推進

「防災ハザードマップの作成・配布」

■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「令和４年 土砂災害・全国防災訓練」

高原町

【令和４年度】施策の取組事例
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■ 令和４年６月の「高原町地域防災計画」改訂に合わせ、高原町防災ハザードマップ（統合型）を作成、本年
度中に、町内全戸（約３,０００戸）に対して配布し、防災意識を醸成

最新の基礎調査をもとに統合型ハザードマップを作成（５年度に町内全戸に配布予定）

☆ 期待する効果
各種災害の態様に応じた対応の準拠とするととも

に、自宅周辺の危険箇所等を認識させることにより
住民に安全・安心を付与する。

○ 高原町地域防災計画の改訂（令和４年６月）
に合わせ、現行のハザードマップを見直し。

○ 現行の①火山防災マップ、②地震ハザードマッ
プ、③土砂災害ハザードマップの３つを統合、最
新の災害対策基本法の一部改正や基礎調査等の結
果を踏まえ、より分かりやすく、使いやすいマッ
プとした。

○ 特 色
□ 現行のＡ－４版からＢ－４版へ拡大すること
で文字・地図をより大きく見やすく改善

□ 非常持ち出し品チェックリストやマイタイム
ラインシートの活用により災害時の迅速な初動
対応に寄与

□ 本町全域の地図の他、行政区別の詳細な地図
を配布し、危険箇所等の詳細を認識

「防災ハザードマップの作成・配布」

統合型ハザードマップ

（１）水害に強い人づくりの推進 高原町
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【訓練の概要】
１ 日 時

令和４年６月５日（日）０９００～１２２０

２ 参加機関等
高原町（総務課危機管理係）

３ 訓練参加者
１名

４ 主な訓練内容
大雨の訓練想定により、「情報連絡本部」、「災害対策本

部」設置から平素の体制に移行するまでの間で小林土木事務所
との情報伝達訓練を実施
① 電話、ＦＡＸ、ＬＧ回線による情報の共有
② Ｌアラートの活用（訓練モードに模擬情報の入力）
③ 各種事象に応ずる状況判断（決心）

➣ 気象警報の発表→「情報連絡本部」設置
→「高齢者等避難」発令
→「災害対策本部」移行

➣ 土砂災害警戒情報の発表→「避難指示」発令 等

５ 訓練で工夫した点
特になし

６ 訓練により判明した課題
① 地域と連携した避難訓練の実施が不十分（コロナ禍の影響
で、近年、行政間の情報伝達訓練のみ。）

② 各種媒体等（メール、ＬＩＮＥ）の活用不十分

Ｌアラートの活用（模擬情報の入力）

電話、ＦＡＸ、ＬＧ回線による情報の共有

「令和４年 土砂災害・全国防災訓練」

タイムラインを活用した関係機関との情報伝達訓練を実施（高原町↔小林土木事務所）

（２）情報伝達のための環境づくりの推進 高原町
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■取組（１）災害に強い人づくりの推進

「水害リスク空白域の解消（水位周知） 」

熊本県

【令和４年度】施策の取組事例
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被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 水害リスク空白域の解消 洪水浸水想定区域図の策定・公表 流域内　国・県

区 分 対 策 内 容 実 施 内 容 実 施 主 体
工 程

短 期 中 期 中 長 期

【水位周知河川以外の河川の浸水想定区域図公表・周知】

○水位周知河川以外の河川について、想定し得る最大規模の洪水浸水想定区域図を令和４年３月に
公表しました。

〇また、作成した洪水浸水想定区域図については、県ホームページ「防災情報くまもと」にて閲覧できる
ように令和５年１月末に改修作業を実施しました。

水害リスク空白域の解消

【対象河川】
○綾北川 ○湯の原川 ○平谷川

位置図

多良木町
西米良町

小林市

■県管理河川

【画面イメージ】防災情報くまもと

（１）水害に強い人づくりの推進 熊本県
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■取組（１）水害に強い人づくりの推進

「防災士の養成 」

■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「遠距離無線デバイス『ジオチャット』導入」

多良木町

【令和４年度】施策の取組事例
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（１）水害に強い人づくりの推進 多良木町

• 町では、平成２７年度から防災士資格を取得するための費用の助成制度を創設し、令和４年度末現在の防災士資
格取得者は57名となりました。

• 令和４年度においては、10名の方が資格を取得されました。（そのうち大淀川流域に位置する槻木地区の方が １
名取得）今後の自主防災組織の強化が期待されます。

防災士育成制度

・防災士資格取得試験料 3,000円
・防災士認証登録申請料 5,000円
・防災士教本代 3,500円

合計 11,500円

【出典：人吉新聞】

「防災士の養成」
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（２）情報伝達のための環境づくりの推進 多良木町

• 町では、防災情報伝達手段として防災行政無線屋外拡声子局や戸別受信機、携帯電話メール、携帯電話アプリ
「LINE」により周知を図っています。

• 大淀川流域に位置する槻木地区においては、山間部に位置しており孤立する可能性が高く、又、携帯電話の不感
地帯も存在しており、防災情報伝達の更なる多重化、多様化を図るため「遠距離無線デバイス『ジオチャット』を導
入しました。

「遠距離無線デバイス『ジオチャット』導入」
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■取組（２）情報伝達のための環境づくりの推進

「河川監視カメラシステムの整備 」

曽於市

【令和４年度】施策の取組事例
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【末吉町新町 浜田橋】 【末吉町南之郷 柿ノ木橋】

○ 仕様
・ ２分間隔の静止画（公開用は10分毎） ・ LEDライトの遠隔操作が可能
・バーチャル水位計表示 ・停電時はバッテリー稼働

（72時間程度）

「河川監視カメラシステムの整備」

令和４年10月に完成した増築庁舎及び防災対策室の整備に伴い，市内７カ所（うち大淀川２カ所）に河川
監視カメラを設置しました

（２）情報伝達のための環境づくりの推進 曽於市
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